別記様式第10号

ご家族の方々へ
                                                      　　　　　     島根県 　 　保健所
  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保健福祉法」といいます。）に定める「措置入院」について説明します。不明な点がありましたら、当所へ照会してください。
  なお、本人には別紙「措置入院決定のお知らせ」のとおりお知らせしています。
記
１　この入院は、２名の精神保健指定医の診察により入院しなければ「その精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがある」と診断され知事が行ったものです。
２　もしも不明な点、納得のいかない点がありましたら、遠慮なく病院の職員に申し出て下さい。

それでもなお、この入院や処遇に納得のいかない場合には、本人又はご家族は、退院や病院の処遇の改善を指示するよう、都道府県知事に請求することができます。この点について、詳しくお知りになりたいときは、病院の職員にお尋ねになるか又は下記にお問い合せください。
	松江市東津田町1741－３　島根県立心と体の相談センター（島根県精神医療審査会事務局）
専用電話　　0852-32-5926


３　入院に要する費用は各医療保険及び公費から負担しますが、公平の原則から次の基準により月々負担していただく場合もあります。
　　なお、入院に要する費用を負担頂く場合の費用負担の請求は入院月の概ね翌々月となります。
    また、認定に係る書類は、新たに入院となった場合又は毎年６月１日に提出していただきます。
   （費用徴収基準）
	患者等の所得税額の合算額（年額）
	費用徴収額（月額）

	147万円以下
	０円

	147万円超
	２万円
（入院に要した費用の額から医療保険等により給付を受けることができる額を控除して得た額が、２万円に満たない場合は、その額）


       注１　「患者等の所得税額の合算額」とは、措置入院者等、その配偶者並びに当該措置入院者等と生計を一にする直系血族及び兄弟姉妹の前年分の所得税額（前年分の所得税額が確定していない場合は、前々年分の所得税額）を合算した額をいいます。
　　　　 ２　 月の中途で入院を開始し、又は終了した場合は、その月の費用徴収額の認定に当たっては、日額計算をするものとし、表中「20,000円」とあるのは、「20,000円をその月の実日数で除して得た額に入院していた期間の日数を乗じて得た額（１円未満の端数切り捨て）」と読み替えます。
３　措置入院者又はその属する世帯の世帯員が生活保護を受けている場合には、費用徴収は行いません。

